
年度　2次評価（基本施策評価）シート

基本施策指標名

食生活改善推進協議会の各支部で
の取り組み回数と本部での取り組み
回数

危機管理講習回数

（　以下　　続紙　）

評価視点 評価コメント

感染症法に関わる部分は、市の責務である。

314

有

無150 感染症予防業務

18,177 18,530事業費　合計

指標の説明

#DIV/0! #DIV/0!

感染拡大の防止は注意喚起も必要とする。このことから、食の安全を確保することにおいて、平成２２年度から伊賀市食生活改善
推進協議会が１本化となったこともあり、統一した栄養教室での危機管理講習を進める。

47,006

#DIV/0! #DIV/0!

2

77

改善余地
の有無

無 2,805 600

H21　決算額 H22　予算額
重点化

0 7,434 38,118

7,751

△

事業費（人件費込、単位：千円）

H23　所要額

基本施策を構成する事務事業名

事　　　　業　　　　名

1

2

担当課 ＩＤ

702総合危機管理室

法定外予防接種費用助成経費

新型インフルエンザ対策事業

健康福祉部
健康推進課

6

5

10

％
実　績
達成率 #DIV/0! #DIV/0!

4 4,269 4,285 4,285無

人権生活環境部
環境政策課

278 317

3,689 3,689

100.0

7

無 5,879
大山田支所
住民福祉課

1090 環境保全対策事業

9

2

2
100.0

４　総合評価
（今後の展開、事業の見直
し等）

事業名 事業主体

H30
目標値

１　基本施策指標の分析

目　標

実　績
達成率

％達成率

目　標

目　標

実　績

危機管理マニュアルに準じた講習が必要

回

回
％

目　標

実　績
達成率

３　役割分担の妥当性

1

％

ベンチ
マークH20 H21 H22 H25

2

感染症に関して、感染拡大の防止が最優先であり、事業は妥当と考える。
２　事業構成の適当性
（手段として最適か？）

基本施策の意図、
今後の展望

重点化考えられる基本施策指標候補現況の課題、意図、今後の展望のキーワード

食の危機管理体制づくり 栄養教室での危機管理講習回数 1

予防接種事業等の接種率は、伸びているものの事業継続は必須である。しかしながら、栄養教室での災害発生時の食の安全に関する研修
は、稀少となっているため、食の危機管理体制づくりの取り組みが必要である。

事業内容等

単
位

①

市民意識調査結果

③

基本施策の
現況と課題

評価年度過年度実績

①結核検診、乳幼児の予防接種、季節性インフルエンザ予防接種の感染症対策事業については、サービス提供が１００％に近い状況である。
②災害発生時の危機管理については、日頃の行動についての啓発が充分でない。

④

②左記結果に対する現状分析・市民との協議結果

　必要度が６８施策中５６位で満足度は１位となっているが、これは現状に満足している
のだろうか。例えば結核については、１０万人当たり１０人以下となっている欧米諸国に
対して、日本は１９人前後となっており、制圧には５０年かかると言われている。また、感
染症というものは、一旦蔓延すると細菌・ウイルスの毒性にもよるが国全体が麻痺して
しまうほど汚染影響が大きい。
　人の危機意識は、「のど元過ぎれば、熱さ忘れる」というもので、やはり感染拡大の防
止には、日々の予防が大切である。このことから、多数の参加が見込める出前講座に
おいても、危機管理意識の普及が必要となる。

7

8

3

健康福祉部
健康推進課

446 感染症予防業務経費

基本施策の体系
基本目標
政　　策

安心･安全
事故や犯罪のない安全なまちづくり

平成 22

評価責任者
（基本施策主管課長）

健康推進課長
清水　健司

基本施策名 14 感染症などの流行、拡大を防ぎ、食の安全を確保する

基本施策の現状分析及び意図

⑤基本施策指標の検討・設定

⑥基本施策構成事務事業の評価

⑦　　⑥以外で、目標達成に必要な事業

⑧　基本施策の現状分析に基づく改革案の説明

1.8

2.55

3.3

2.86 3.86 4.86

必要度

満
足
度


